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平成16年３月期     個別財務諸表の概要           平成16年５月20日  

会 社 名 株式会社クイック            登録銘柄 
コ ー ド 番 号  ４３１８                本社所在都道府県  大阪府 
（ＵＲＬ http://919.jp/ ） 
代  表  者 役  職  名  代表取締役社長 
        氏    名  和 納  勉 
問い合わせ先 責任者役職名  取締役管理本部長 
        氏    名  藤 原 功 一     ＴＥＬ（06）6375－0061 
決算取締役会開催日    平成16年５月20日     中間配当制度の有無  有 
定時株主総会開催日  平成16年６月25日      単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株） 
 
１．16年３月期の業績（平成15年４月１日～平成16年３月31日）   
(1) 経営成績                               （百万円未満切捨） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
16年３月期 
15年３月期 

百万円   ％ 
4,858  （ 2.5)  
4,737   （△3.9） 

百万円   ％ 
265  （  85.2)  
143   （△66.0） 

百万円   ％ 
286  （  92.7)  
148   （△62.4） 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
16年３月期 
15年３月期 

百万円   ％ 
148  （ 150.9） 
59  （△73.5） 

円  銭 
 29  79 
  12  65  

円  銭 
29   56   
12   53   

％ 
9.7   
4.0   

％ 
9.8   
5.4   

％ 
5.9   
3.1   

(注)①期中平均株式数      16年３月期 4,656,726株   15年３月期 4,685,980株 
②会計処理の方法の変更   無 
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 
16年３月期 
15年３月期 

円  銭 
15   00  
10   00   

    円 銭 
――― 
――― 

円  銭 
15   00  
10   00   

百万円 
  70       
46          

     ％ 
  50.4  
  79.1  

    ％ 
  4.4 
  3.1 

(注)16年３月期期末配当金の内訳   普通配当 １株当たり 15円00銭 
 
(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
16年３月期 
15年３月期 

百万円 
3,058      
2,808      

百万円 
 1,590   
1,480          

      ％  
   52.0 
   52.7  

円  銭 
337   01   
317   64    

(注)①期末発行済株式数   16年３月期 4,689,996 株   15年３月期 4,660,294株 
②期末自己株式数    16年３月期   20,448 株   15年３月期   50,150株 

 
２．17年３月期の業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 

中間期 
通 期 

百万円 
2,110    
4,840    

百万円 
84    

294    

百万円 
40    

  147  

円 銭 
7   50  
――― 

円 銭 
――― 
7 50 

円 銭 
――― 
15 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)  31 円 21 銭 

 

上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因に

よって異なる結果となる可能性があります。 



 

－  － 
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７. 財務諸表等 
(1)【貸借対照表】                                （単位 千円） 

前事業年度 
（平成15年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成16年３月31日現在） 

比較増減 
（△は減） 

                 期 別 
 
 
 
 

  科  目 
金額 

構成比 
（％） 金額 

構成比 
（％） 金額 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金 547,196  675,939  128,742 

２．受取手形 13,828  20,385  6,557 

３．売掛金 621,975  710,810  88,835 

４．有価証券 301,831  191,885  △109,946 

５．前渡金 1,806  1,794  △11 

６．前払費用 19,150  17,609  △1,540 

７．関係会社短期貸付金 －  5,284  5,284 

８．未収入金 70,804  106,829  36,025 

９．繰延税金資産 27,109  50,765  23,656 

10．その他 8,029  595  △7,434 

貸倒引当金 △4,628  △792  3,836 

流動資産合計 1,607,103 57.2 1,781,108 58.2 174,004 

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

(1）建物 99,522  98,430  △1,091 

(2）構築物 129  110  △18 

(3）器具及び備品 14,302  12,120  △2,181 

(4）土地 134,565  134,565  － 

有形固定資産合計 248,519 8.8 245,227 8.0 △3,292 

２．無形固定資産      

(1）ソフトウェア 15,121  13,497  △1,624 

(2）電話加入権 3,970  3,970  － 

無形固定資産合計 19,092 0.7 17,467 0.6 △1,624 
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                                        （単位 千円）  

前事業年度 
（平成15年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成16年３月31日現在） 

比較増減 
（△は減） 

                 期 別 
 
 
 
 

 科  目 
金額 

構成比 
（％） 

金額 
構成比 
（％） 

金額 

      

３．投資その他の資産      

(1）投資有価証券 153,555  110,979  △42,575 

(2）関係会社株式 507,216  606,640  99,423 

(3）出資金 21,555  18,190  △3,364 

(4）破産更生債権等 24,235  4,646  △19,589 

(5）長期前払費用 8,725  4,805  △3,919 

(6）繰延税金資産 100,732  87,791  △12,940 

(7）会員権 36,400  34,900  △1,500 

(8）敷金 108,889  159,663  50,773 

 (9）その他 13,730  16,725  2,995 

貸倒引当金 △41,318  △29,285  12,033 

投資その他の資産合計 933,722 33.3 1,015,058 33.2 81,335 

固定資産合計 1,201,334 42.8 1,277,753 41.8 76,419 

資産合計 2,808,438 100.0 3,058,862 100.0 250,424 
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                                           （単位 千円） 

前事業年度 
（平成15年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成16年３月31日現在） 

比較増減 
（△は減） 

         期 別 
 
 
 

 科 目 
金額 構成比 

（％） 
金額 構成比 

（％） 
金額 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金 557,798  701,700  143,902 

２．短期借入金 105,700  103,500  △2,200 
３．１年以内返済予定長期借

入金 99,080  77,782  △21,298 

４．未払金 42,535  39,067  △3,468 

５．未払費用 38,947  46,044  7,097 

６．未払法人税等 44,221  109,017  64,796 

７．未払消費税等 13,723  22,992  9,269 

８．前受金 6,573  3,692  △2,880 

９．預り金 6,599  6,329  △270 

10．賞与引当金 63,000  90,934  27,934 

11．その他 1,223  4,150  2,926 

  流動負債合計 979,404 34.9 1,205,210 39.4 225,806 

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金 210,782  133,000  △77,782 

２．退職給付引当金 17,673  9,811  △7,861 

３．役員退職慰労引当金 120,262  120,262  － 

固定負債合計 348,717 12.4 263,073 8.6 △85,643 

負債合計 1,328,121 47.3 1,468,284 48.0 140,162 

      

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 328,365 11.7 328,365 10.7 － 

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金 248,974  248,974  － 

資本剰余金合計 248,974 8.9 248,974 8.2 － 

Ⅲ 利益剰余金      

１．利益準備金 16,643  16,643  － 

２．任意積立金      

(1）別途積立金 840,000  840,000  － 

３．当期未処分利益 68,993  162,202  93,209 

利益剰余金合計 925,636 32.9 1,018,845 33.3 93,209 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △787 △0.0 2,877 0.1 3,665 

Ⅴ 自己株式 △21,871 △0.8 △8,485 △0.3 13,386 

資本合計 1,480,316 52.7 1,590,578 52.0 110,261 

負債・資本合計 2,808,438 100.0 3,058,862 100.0 250,424 
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(2)【損益計算書】                                （単位 千円）  

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

比較増減 
（△は減） 

      期 別 
 
 
 

  科 目 金額 
百分比 
（％） 金額 

百分比 
（％） 金額 

Ⅰ 売上高 4,737,762 100.0 4,858,332 100.0 120,570 

Ⅱ 売上原価 3,312,359 71.2 3,195,601 65.8 △116,758 

売上総利益 1,425,402 28.8 1,662,731 34.2 237,329 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,282,224 26.7 1,397,590 28.7 115,366 

１．役員報酬 66,000  63,480  △2,520 

２．給与手当 532,131  598,506  66,374 

３．賞与 50,863  56,160  5,296 

４．賞与引当金繰入額 49,600  74,074  24,473 

５．退職給付費用 33,219  7,233  △25,986 

６．法定福利費 82,189  87,824  5,635 

７．福利厚生費 1,965  1,609  △356 

８．広告宣伝費 9,096  16,765  7,668 

９．地代家賃 131,488  138,966  7,477 

10．旅費交通費 69,669  80,404  10,734 

11．通信費 53,884  55,987  2,103 

12．水道光熱費 10,636  11,500  864 

13．修繕費 2,932  9,522  6,590 

14．消耗品費 33,033  34,754  1,720 

15．リース料 29,872  27,270  △2,602 

16．減価償却費 16,884  20,689  3,805 

17．租税公課 3,764  3,331  △433 

18．接待交際費 5,115  4,677  △437 

19．貸倒引当金繰入額 8,077  －  △8,077 

20．貸倒損失 526  7,213  6,686 

21．顧問料 26,584  37,016  10,432 

22．その他 64,686  60,600  △4,085 

営業利益 143,178 3.0 265,141 5.5 121,963 
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                                         （単位 千円） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

比較増減 
（△は減） 

      期 別 
 
 
 

  科 目 金額 
百分比 
（％） 金額 

百分比 
（％） 

金
額 

Ⅳ 営業外収益 27,302 0.6 30,294 0.6 2,991 

１．受取利息 494  58  △435 

２．有価証券利息 435  784  348 

３．受取配当金 9,289  237  △9,051 

４．受取指導料 3,480  7,417  3,937 

５．受取販売協力金 10,861  18,563  7,701 

６．その他 2,740  3,232  491 

Ⅴ 営業外費用 21,650 0.5 8,569 0.2 △13,080 

１．支払利息 3,815  5,951  2,136 

２．貸倒引当金繰入額 17,220  300  △16,920 

３. 出資金評価損 －  1,844  1,844 

４．その他 615  473  △141 

経常利益 148,829 3.1 286,865 5.9 138,035 

Ⅵ 特別利益 5,058 0.1 3,137 0.1 △1,920 

 １. 投資有価証券売却益 －  200  200 

２．貸倒引当金戻入益 －  2,937  2,937 

３．役員退職慰労引当金戻入
益 

5,058  －  △5,058 

Ⅶ 特別損失 46,671 0.9 17,164 0.4 △29,507 

１．投資有価証券評価損 22,730  313  △22,417 

２．固定資産除却損 340  2,313  1,972 

３．会員権評価損 1,941  －  △1,941 

４．関係会社株式評価損 21,658  14,537  △7,120 

税引前当期純利益 107,215 2.3 272,838 5.6 165,622 

法人税、住民税及び事業
税 57,582 1.2 137,372 2.8 79,790 

法人税等調整額 △9,634 △0.2 △13,238 △0.3 △3,603 

当期純利益 59,267 1.3 148,703 3.1 89,435 

前期繰越利益 9,725  22,390  12,665 

自己株式処分差損 －  8,891  8,891 

当期未処分利益 68,993  162,202  93,209 
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(3)【利益処分案】                               （単位 千円） 

     前事業年度     当事業年度 

区分 金額 金額 

Ⅰ 当期未処分利益  68,993  162,202 

Ⅱ 利益処分額     

１．配当金 46,602  70,339  

２．役員賞与金 －  10,000  

 （うち監査役賞与金） （－）      (500)  

３．任意積立金     

別途積立金 － 46,602 30,000 110,339 

Ⅲ 次期繰越利益  22,390  51,863 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(1）子会社株式 (1）子会社株式 １．有価証券の評価基準及び

評価方法  移動平均法による原価法      同左 

 (2）満期保有目的の債券 (2）満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法）      同左 

 (3）その他有価証券 (3）その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

出） 

     同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法      同左 

 （会計処理の変更）  

  有価証券の評価方法については当事

業年度より総平均法から移動平均法に

変更しております。 

 これは、四半期情報の開示に備える

ため、有価証券の売買損益の把握を迅

速かつ適時に行うために変更したもの

であります。 

 なお、この変更による損益に与える

影響はありません。 

―――――― 

  

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方

法 建物（附属設備を除く） 同左 

        定額法  

 その他 定率法  

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 

 建物及び構築物   ８年～47年 

車両運搬具        ６年 

器具及び備品    ３年～10年 

 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法 同左 

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

同左 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の全額

を計上しております。 

 なお、平成15年４月に役員退職慰労

金内規を改定し、平成15年３月末現在

の役員退職慰労金要支給見込額をもっ

て最終残高としており、平成15年４月

以降対応分については引当計上を行っ

ておりません。 

       同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 税抜き方式によっております。 同左 

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 (2）自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

(2) ―――――― 

  「自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基準第

１号）が平成14年４月１日以後に適用

されることになったことに伴い、当事

業年度から同会計基準によっておりま

す。これによる当事業年度の損益に与

える影響はありません。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における貸借対照表の資本

の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (3）１株当たり情報 (3) ―――――― 

  「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）が平成14年４月１日以後

開始する事業年度に係る財務諸表から

適用されることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及び適用指

針によっております。 

 なお、これによる影響については、

「１株当たり情報に関する注記」に記

載しております。 

 

 

 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (損益計算書） 

―――――― 

  

 前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「出資金評価損」は、営業外費用の

総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前事業年度における「出資金評価損」の金額

は344千円であります。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

                期 別 
  
項目 

前事業年度 
（平成15年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成16年３月31日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額      105,615千円          113,045千円 

２．担保資産及び担保付債務   

 (1)担保に供している資産   

      建物 15,040千円  －  

12,804千円       土地  

     合計 27,844千円  

   

  (2) 担保付債務   

 1,400千円 

 

 － 

  

      １年以内返済予定長期借入金 

  

 ３.授権株式数及び発行済株式総数    

     授権株式数 

     発行済株式総数  

   

  普通株式 10,000,000株 

  普通株式  4,710,444株 

   

  普通株式 10,000,000株 

  普通株式  4,710,444株 

 ４.自己株式         普通株式     50,150株   普通株式    20,448株 

５.債務保証       

  下記法人の金融機関からの借入に対し 

 債務保証を行っています 

  

     ㈱ケー・シー・シー      350,000千円     274,600千円 

６.配当制限 ―――――― 商法施行規則第124条第3号に 

  規定する資産に時価を付した 

  ことにより、増加した純資産 

  額は2,877千円であります。 

        

 

   (損益計算書関係） 

                     期 別 
 
 項  目 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

1.関係会社との取引にかかるものが次の 

 とおり含まれております 

      

  受取利息        456千円       39千円 

  受取配当金       9,000千円           － 

   受取指導料 3,480千円 4,560千円 

   

  

２.固定資産除却損の内訳   

      建物         －      1,609千円 

   器具及び備品        340千円       704千円 

  合計      340千円      2,313千円 
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   （リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

器具及び備品 39,060 11,057 28,002 

無形固定資産 
（ソフトウェア） 

19,839 3,023 16,816 

合計 58,900 14,081 44,818 
  

  

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

器具及び備品 39,060 19,605 19,455 

無形固定資産 
（ソフトウェア） 

58,161 7,846 50,315 

合計 97,222 27,451 69,770 
  

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 12,379千円 

１年超 33,164千円 

合計 45,543千円 
  

  
１年内 19,724千円 

１年超 51,085千円 

合計 70,809千円 
  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  

支払リース料 17,362千円 

減価償却費相当額 15,247千円 

支払利息相当額 1,722千円 
  

  
支払リース料 14,531千円 

減価償却費相当額 13,370千円 

支払利息相当額 1,475千円 
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

同左 

 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日）及び当事業年度（自平成15年４月１日 至平成16

年３月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳  

 
  

前事業年度 
（平成15年３月31日） 
  

  
当事業年度 

（平成16年３月31日） 
    

繰延税金資産（流動） 

賞与引当金 

未払事業税否認 

未払社会保険料 

その他 

繰延税金資産（流動）計 
  

  
 

22,447千円 

3,955千円 

－ 

706千円 

27,109千円 
  

  
 

36,955千円 

9,455千円 

3,696千円 

658千円 

50,765千円 
    

繰延税金資産（固定） 

役員退職慰労引当金 

会員権評価損否認 

貸倒引当金 

投資有価証券評価損否認 

退職給付引当金 

関係会社株式評価損 

その他有価証券評価差額金 

その他 

繰延税金資産（固定）小計 

繰延税金負債（固定） 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債（固定）小計 

繰延税金資産（固定）の純額 
  

  
 

49,547千円 

13,785千円 

15,589千円 

4,456千円 

7,281千円 

8,923千円 

551千円 

595千円 

100,732千円 

 

－ 

－ 

100,732千円 
  

  
 

48,874千円 

11,822千円 

13,581千円 

1,357千円 

3,987千円 

8,802千円 

－ 

1,336千円 

89,762千円 

 

1,970千円 

1,970千円 

87,791千円 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異発生原因の主な内訳 
  

前事業年度 
（平成15年３月31日） 
  

  
当事業年度 

（平成16年３月31日） 
  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等      法定実効税率              41.2％ 

 の負担率との差異が、法定実効税率の100分の     （調整） 

 ５以下であるため、記載を省略しております。      交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8％ 

                                                        住民税均等割             0.6％ 

                            税率変更による期末繰延税金資産の修正 2.1％                                

                            その他               △0.2％ 

                            税効果適用後の法人税等の負担率    45.5％                                       

３．地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、

当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

(ただし、平成16年４月１日以降解消が見込まれるも

のに限る。)に使用した法定実効税率は、前事業年度

の42.0％から41.2％に変更されております。その結

果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除

した金額)が1,955千円減少し、当事業年度に計上され

た法人税等調整額が1,945千円増加、その他有価証券

評価差額金が10千円減少しております。 

―――――― 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 317円64銭 

１株当たり当期純利益金額 12円65銭 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 12円53銭 

  

  
１株当たり純資産額 337円01銭 

１株当たり当期純利益金額 29円79銭 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 29円56銭 

  
 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

 なお、これによる影響は軽微であります。 

 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 59,267 148,703 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 10,000 

（うち利益処分にかかる役員賞与金） (－) (10,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 59,267 138,703 

期中平均株式数（千株） 4,685 4,656 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（千株） 47 35 

（うち新株予約権） (47) (35) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数 65個） 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数 65個） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


